
 （別添２） 特定個人情報ファイル記録項目

あ（１）税収納管理関係
個人番号、統一コード、科目コード、賦課年度、調定年度、通知書番号、課税区コード、完納区分、完納処理年月日、納期限区分、納期限年月日、納税

証明書有効期限、車両番号、本税調定増減額、本税調定額、本税収入額、本税収入年月日、本税領収年月日、収入区分、収入回数、分納回数、滞納

繰越調定額、本税滞繰収入額、前回調定額、調定額変更年月日、調定額変更回数、異動事由、口座実績区分、不納欠損フラグ、不納欠損区分、不納

欠損金額、不納欠損年度、催告区分、滞納区分、公示区分、督促状公示年月日、督促状発付年月日、督促状返戻年月日、督促状再発付年月日、送付

先氏名、送付先氏名_外字フラグ、送付先郵便番号、送付先住所所在地、送付先住所所在地_外字フラグ、送付先方書、送付先方書_外字フラグ、送付先

住所_市内_区コード、送付先住所_市内_字名コード、送付先住所_市内_条コード、送付先住所_市内_丁目コード、送付先住所_番地、送付先住所_子番地、

送付先住所_室番地、納管氏名、納管氏名_外字フラグ、督促状作成年月日、オンラインバッチ区分、延滞金調定額、延滞金収入額、延滞金収入年月日、

延滞金領収年月日、延滞金収入区分、延滞金収入回数、延滞金分納回数、納付書作成年月日、延滞金納付書不作成出力フラグ、速報フラグ、コンビニ

状況区分、コンビニ納付区分、速報収入額、速報登録年月日、速報領収年月日、速報ＣＶＳコード、本税還付区分、本税還付額、延滞金還付区分、延滞

金還付額、滞納整理票作成年月日、時効完成年月日、分納区分、回数、収入額、収入年月日、領収年月日、収入区分、バッチ番号、処分番号、本税加

算金区分、処分猶予区分、処分コード、処分_執行年月日、処分_終了年月日、処分_解除コード、処分_解除年月日、分納誓約区分、同日解除予定フラ

グ、減免区分、先行庁解除フラグ、不納欠損区分、不納欠損金額、年調定増減額、年調定額、年収入額、滞納年調定額、滞繰年収入額、年不納欠損金

額、調定変更区分、完納区分、完納処理年月日、期、納期限区分、納期限年月日、本税調定増減額、本税調定額、本税収入額、本税収入年月日、本税

領収年月日、収入区分、収入回数、分納回数、滞納繰越調定額、本税滞繰収入額、前回調定額、調定額変更年月日、調定額変更回数、口座実績区

分、不納欠損フラグ、不納欠損区分、不納欠損金額、不納欠損年度、催告区分、滞納区分、課税保留区分、免除区分、共有者連番、共有者氏名、告知

年月日、納期限年月日、公示年月日、執行・開始年月日、解除・取消年月日、調定額、年調定増減額、6～3調定額、4～5調定額、6～3収入額、4～5収

入額、6～3滞繰調定額、4～5滞繰調定額、6～3滞繰収入額、4～5滞繰収入額、年度更正額、年収入額、年更正還付額、6～3不納欠損金額、4～5不

納欠損金額、調定変更区分、月、表示順コード、連番、消込区分、収入消込年月日、法人番号　　※管理番号（旧法人番号）、事業終了年月日、申告書

提出年月日、申告区分、賦課申告区分、減額申告区分、課税区コード(所在区)、課税区コード(収納用)、事業開始年月日、法定納期限年月日、申告期

限年月日、指定納期年月日、国更正区分、国更正年月日、期限変更区分、期限変更納期年月日、市更正年月日、更正請求年月日、調定年月、減額年

月、申告別法人割、申告別均等割、合計法人税割額、合計均等割額、合計税額、本税繰越調定額、本税滞繰収入額、国税重加算税区分、区間異動前

課税区コード、本税滞納区分、電子申告区分、延長月数、延滞金割合1、延滞金開始年月日1、延滞金終了年月日1、延滞金割合2、延滞金開始年月日

2、延滞金終了年月日2、延滞金割合3、延滞金開始年月日3、延滞金終了年月日3、延滞金割合4、延滞金開始年月日4、延滞金終了年月日4、延滞金

割合5、延滞金開始年月日5、延滞金終了年月日5、延滞金割合6、延滞金開始年月日6、延滞金終了年月日6、延滞金割合7、延滞金開始年月日7、延

滞金控除開始年月日、延滞金控除終了年月日、履歴番号、延滞金算出基礎額、延滞金開始年月日、延滞金終了年月日、延滞金割合、延滞金算出額、

延滞金算出年月日、重加算対象フラグ、延滞金算出額合計、科目コード (FK)、法人番号 (FK)　※管理番号（旧法人番号）、調定年度 (FK)、事業終了年

月日 (FK)、申告書提出年月日 (FK)、申告区分 (FK)、通知書番号(義務者番号)、申告_事業年度、申告月_課税区分、保有税申告連番、本税法定納期限

年月日、本税指定納期限年月日、本税納期限区分、本税指定納期限区分、加算金区分、加算金決定年月日、加算金調定年月日、加算金調定年月(減

額)、加算金指定納期限年月日、加算金指定納期限区分、加算金調定額、加算金収入額、加算金収入年月日、加算金領収年月日、加算金収入区分、

加算金収入回数、加算金分納回数、繰越加算金調定額、加算金滞繰収入額、加算金不納欠損フラグ、加算金不納欠損区分、加算金不納欠損金額、加

算金不納欠損年度、加算金滞納区分、延滞金割合8、延滞金開始年月日8、延滞金終了年月日8、延滞金開始年月日9、延滞金割合9、加算金公示返戻

区分、加算金督促状公示年月日、加算金督促状発付年月日、加算金督促状返戻年月日、加算金督促状再発付年月日、加算金送付先氏名、加算金送

付先氏名_外字フラグ、加算金送付先郵便番号、加算金送付先住所所在地、加算金送付先住所所在地_外字フラグ、加算金送付先方書、加算金送付先

方書_外字フラグ、加算金督促状作成年月日、加算金督促状オンバッチ区分、加算金還付区分、加算金還付額、加算金時効完成年月日、保有税申告連

番、還付発生年月日、還付未済区分、命令番号、命令年月日、会計区分、処理区分、支払区分、課税区コード、年度、減額理由、還付事由、更正等年月

日、振込予定日、還付口座_振込先銀行コード、還付口座_振込先銀行支店コード、還付口座_銀行名称、還付口座_銀行支店名称、還付口座_口座種類、

還付口座_口座番号、還付口座_口座名義人カナ氏名、還付口座_口座名義人氏名、還付口座_口座名義人郵便番号、還付口座_口座名義人住所1、還付

口座_口座名義人住所2、還付口座_口座名義人住所3、送付先住所所在地1、送付先住所所在地2、送付先住所所在地3、初回発送年月日、前回発送年

月日、回答期限年月日、本税還付額合計、延滞金還付額合計、本税_還付加算金額合計、延滞金_還付加算金額合計、本税充当額合計、延滞金充当額

合計、加算金充当額合計、差引還付額合計、自動充当額合計、伺書作成数、オンライン登録済フラグ、送付先方書1、送付先方書2、還付発生年月日、

変更前本税調定額、変更後本税調定額、最新本税納付額、前回本税納付額、最新本税収入年月日、前回本税収入年月日、本税領収年月日、延滞金

調定額、前回延滞金納付額、最新延滞金納付額、前回延滞金収入年月日、最新延滞金収入年月日、延滞金領収年月日、本税差引額、延滞金差引額、

還付充当連番、充当先科目コード、充当先調定年度、充当先賦課年度、充当先通知書番号、充当先期／月、充当先申告_事業年度、充当先申告月_課

税区分、充当先申告書提出年月日、充当先申告区分、充当先申告連番、本税調定額、本税未納額、本税充当額、延滞金調定額、延滞金未納額、延滞

金充当額、加算金調定額、加算金未納額、加算金充当額、本税充当適状年月日、延滞金充当適状年月日、加算金充当適状年月日、本税充当納付書

作成フラグ、延滞金充当納付書作成フラグ、加算金充当納付書作成フラグ、自動充当フラグ、自動充当削除フラグ、候補外入力フラグ、加算金連番、算

出基礎税額、算出基礎延滞金、加算開始年月日、加算終了年月日、加算金割合、加算金額、延滞金還付加算金額、特徴還付連番、還付額区分、還付

登録額、最新収入年月日、最新領収年月日、充当先申告年度_事業終了年月日、還付加算金連番、還付予定月、仮装租税区分、控除額合計、控除先

連番、控除先_事業終了年月日、控除先_申告書提出年月日、控除先_申告区分、控除先_調定年度、加算金還付加算金額、配当割・譲渡割控除前所得

割額（市民税）、配当割・譲渡割控除前所得割額（道民税）、配当割・譲渡割控除額（市民税）、配当割・譲渡割控除額（道民税）、配当割・譲渡割控除後

所得割額（市民税）、配当割・譲渡割控除後所得割額（道民税）、差引控除不足額（市・道民税）、既還付（市・道民税）、充当額（市・道民税）、差引還付

額（市・道民税）、リスト区分、収納データ区分、変更前年調定額、変更後年調定額、年調定増減額、変更前期調定額、変更後期調定額、期調定増減

額、変更前滞繰調定額、変更後滞繰調定額、変更後納期限区分、変更後納期限年月日、変更後本税収入額、変更後収入区分、変更前本税収入年月

日、変更後本税収入年月日、変更前本税領収年月日、変更後本税領収年月日、変更前バッチ番号、変更後バッチ番号、変更後連番、変更後累計本税

収入額、変更後延滞金調定額、変更後延滞金収入額、変更後延滞金収入年月日、変更後延滞金領収年月日、変更後免除区分、口座実績_作成区分、

口座実績_銀行コード、口座実績_銀行支店コード、変更後本税還付区分、本税過不足額、延滞金過不足額、変更後公示返戻区分、変更後督促状公示

年月日、表示順年月、パンチ順番、ソート区分、データ区分、全期前納区分、エラーコード、業務処理年月日、変更納期限区分、変更納期限年月日、市

更正等納期限年月日、申告別法人税割額、申告別均等割額、合計法人税割額、合計均等割額、本税滞納区分、本税猶予コード、本税処分コード、区間

異動前課税区コード、本税法定納期限区分、本税指定納期限区分、加算金猶予コード、加算金処分コード、変更後法人税割額、変更後均等割額、変更

後調定額、申告別法人税割増減額、申告別均等割増減額、申告別法人税割額、申告別均等割額、仮装租税控除額、申告年度_事業終了年月日、申告

書提出年月日、収納日、収納時刻、期、番号、分割、取扱コンビニコード、コンビニ納付区分、データ種、データ作成年月日、期別1、収納金額1、期別2、

収納金額2、期別3、収納金額3、期別4、収納金額4、電算処理予定年月日、口座課税区分、期(月)、納付額１、納付額２、納付額３、銀行コード、銀行支

店コード、銀行名称、銀行支店名称、口座種類、口座番号、口座名義人カナ氏名、振替年月日、カナ氏名、氏名、郵便番号、住所所在地、方書、振替結

果コード、納付区分、口座実績区分、新旧フラグ、作成年月日、口座振替納付済カウンタ、口座振替納付済通知書作成年月日、但し書_本税、振替結果

取込年月日、登録区分、オンラインバッチ区分、整理番号連番、削除処理年月日、削除元登録日時、記録元システムID、記録識別番号、帳票種別、発

付日、納期限年月日、宛先_郵便番号、宛先_住所、宛先_方書、宛先_氏名・名称、返戻有無フラグ、返戻日、返戻事由コード、返戻調査状況コード、返戻

調査状況メモ、公示送達日、入力拠点コード、入力課コード、入力担当者ID、入力日、財務データ種別、命令年月日、作成年月日、整理番号、還付金

額、収入済額、債権者カナ氏名、債権者氏名、債権者郵便番号、債権者住所、特徴義務者コード、払出命令額、非登録債権者区分、債権者コード、電話

番号、電話番号枝番、請求番号、支払金額、控除額



（２）証明関係

（３）住民税関係（その１）

個人番号、法人番号、統一コード、履歴番号（連番）、登録受付年月日、登録受付事務所コード、登録受付事務所名称、登録年月日、解除受付年月日、

解除受付事務所コード、解除受付事務所名称、解除年月日、電話番号、証明種類、税目、制限対象区分、制限有無フラグ、起票番号、起票年月日、証

明出力フラグ、起票事務所コード、住所1、住所2、氏名1、氏名2、証明発行年月日、連絡メモ、使用目的、個人_法人区分、構築物_数量、構築物_評価

額、構築物_課税標準額、構築物_附記1、構築物_附記2、機械及び装置_数量、機械及び装置_評価額、機械及び装置_課税標準額、機械及び装置_附記

1、機械及び装置_附記2、船舶_数量、船舶_評価額、船舶_課税標準額、船舶_附記1、船舶_附記2、航空機_数量、航空機_評価額、航空機_課税標準額、航

空機_附記1、航空機_附記2、車両及び運搬具_数量、車両及び運搬具_評価額、車両及び運搬具_課税標準額、車両及び運搬具_附記1、車両及び運搬具

_附記2、工具・器具及び備品_数量、工具・器具及び備品_評価額、工具・器具及び備品_課税標準額、工具・器具及び備品_附記1、工具・器具及び備品_

附記2、備考1、備考2、備考3、課税区、課税標準額有無、明細番号、種類、資産名称、数量、評価額、課税標準額、備考、ページ番号、所在_地番_家屋

番号1、所在_地番_家屋番号2、所在_地番_家屋番号3、地目_構造_用途1、地目_構造_用途2、登記地積、課税地積_床面積、価格、固定資産税課税標準

額、都市計画税課税標準額、固定資産税相当額、都市計画税相当額、附記、備考明細番号、備考附記、共有者明細番号、氏名、持分分子、持分分母、

課税年度、合計所得金額、市民税所得割額、市民税均等割額、道民税所得割額、道民税均等割額、扶養親族（配偶者）一般、扶養親族（配偶者）老

人、扶養親族（扶養数）特定、扶養親族（扶養数）同居老人、扶養親族（扶養数）老人、扶養親族（扶養数）一般、扶養親族（扶養数）年少、扶養親族（扶

養数）年少名称、扶養親族（障害者）同居特別障害、扶養親族（障害者）特別障害、扶養親族（障害者）普通障害、本人該当1、本人該当2、本人該当3、

本人該当4、所得内訳、所得内訳額、所得控除内訳、所得控除内訳額、年度、課税額、市民税所得割額、市民税均等割額、道民税所得割額、道民税均

等割額、車両番号、納付済年月日、有効期限、納付すべき税額、納付済税額、納期限未到来税額、未納税額

個人番号、法人番号、主キー、統一コード、処理連番、電話番号1、電話番号2、FAX番号、EMAIL、バージョン、論理削除フラグ、登録ユーザID、更新

ユーザID、登録日時、更新日時、賦課年度、世帯コード、地区コード、居住区分、新年度対象外区分、事務所事業所家屋敷対象区分、住登区分、日本

人外国人区分、納税通知書番号、生年月日、生年月日訂正区分、生年月日みなし設定区分、性別コード、続柄コード、カナ氏名、氏名、郵便番号、市内

外区分、市内住所コード、市内区コード、市内字名コード、市内条コード、市内丁目コード、市外住所コード、市外都道府県コード、市外市区郡町村コー

ド、市外大字・通称コード、市外字・丁目コード、番地、子番地、室番地、地番タイプ、項目名、住所、方書、筆頭者氏名、障害者区分、未成年区分、死離

別区分、生活保護該当区分、租税条約区分、徴収希望区分、証明停止区分、課税注意者区分、遡及異動区分、配偶者統一コード、扶養者統一コード、

専従主統一コード、扶養設定確認済区分、世帯外被扶養者区分、調査状況コード1、調査状況詳細1、調査状況有効年度開始1、調査状況有効年度終

了1、調査状況コード2、調査状況詳細2、調査状況有効年度開始2、調査状況有効年度終了2、調査状況コード3、調査状況詳細3、調査状況有効年度

開始3、調査状況有効年度終了3、住登地郵便番号、住登地市内外区分、住登地市内住所コード、住登地市内区コード、住登地市内字名コード、住登地

市内条コード、住登地市内丁目コード、住登地市外住所コード、住登地市外都道府県コード、住登地市外市区郡町村コード、住登地市外大字・通称

コード、住登地市外字・丁目コード、住登地番地、住登地子番地、住登地室番地、住登地地番タイプ、住登地住所、住登地方書、住登地電話番号1、住

登地電話番号2、住登地FAX番号、住登地EMAIL、住登地資料番号、その他氏名コード1、その他カナ氏名1、その他氏名1、その他生年月日1、その他支

払者番号1、その他納税者番号1、その他資料番号1、その他資料番号枝番1、その他資料区分1、その他氏名コード2、その他カナ氏名2、その他氏名2、

その他生年月日2、その他支払者番号2、その他納税者番号2、その他資料番号2、その他資料番号枝番2、その他資料区分2、その他氏名コード3、その

他カナ氏名3、その他氏名3、その他生年月日3、その他支払者番号3、その他納税者番号3、その他資料番号3、その他資料番号枝番3、その他資料区

分3、履歴番号、申告書出力禁止コード、申告書種類コード、出力区分、出力年月日、補正分出力区分、補正分出力年月日、補正分回答状況コード、補

正分回答年月日、報酬等課税分出力区分、報酬等課税分出力年月日、報酬等課税分回答状況コード、報酬等課税分回答年月日、回答状況コード、回

答年月日、変更前履歴番号、変更後履歴番号、扶養専従区分、扶養専従統一コード、扶養種別コード、控配区分、扶養区分、扶養障害区分、専従者区

分、確認区分、否認区分、否認箋出力区分、否認箋出力年月日、是正理由、専従青白区分、専従給与受給額、賦課区コード、事務所事業所家屋敷種

別コード、調査結果コード、調定年度、期月コード、減免前均等割額、減免前市均等割額、減免前道均等割額、均等割減免額、市均等割減免額、道均

等割減免額、均等割額、市均等割額、道均等割額、通知予定区分、取消コード、取消年月日、決定年月日、発付年月日、資料区分、内部資料区分、資

料番号、資料番号枝番、屋号、電話番号、家屋敷申告書出力コード、家屋敷申告書出力年月日、家屋敷申告書回答年月日、異動コード、異動事由コー

ド、増減区分、通知事由、市民税係伺書発行区分、市民税係伺書発行年月日、伺書チェックリスト発行済区分、伺書チェックリスト発行年月日、特普区

分、前回通知履歴番号、即時決定区分、引継済区分、特徴担当コード、業種コード、担当部署名、担当者氏名、担当者電話番号、代表電話番号、税理

士法人事務所名、税理士氏名、税理士所在地、税理士方書、税理士電話番号、税理士代表電話番号、税理士FAX番号、税理士EMAIL、納税者ID、早期

送付区分、通知書出力順コード、納入書不要区分、除籍区分、除籍年月日、総括表出力コード、無効区分、納期特例区分、支払者番号、事業所種別

コード、媒体交換申請区分、媒体交換実績区分、給報種類区分、総括表出力年月日、給報督促状発送年月日、住所地照会票発送年月日、扶養調査票

発送年月日、受給者総人員、市区町村数、特徴者報告人員、普徴者報告人員、その他報告人員、報告合計人数、総括受付年月日、最終登録年月日、

特別徴収希望区分、データ区分、新年度異動区分、異動月コード、異動年月日、旧指定番号、旧受給者番号、新指定番号、新受給者番号、指定番号、

最新区分、当初課税人員、当初非課税人員、最終特徴整理番号、納入書発付年月日、通知書発付年月日、前課税人員6月、前非課税人員6月、前税額

6月、前納期特例区分6月、前課税人員7月、前非課税人員7月、前税額7月、前納期特例区分7月、前課税人員8月、前非課税人員8月、前税額8月、前

納期特例区分8月、前課税人員9月、前非課税人員9月、前税額9月、前納期特例区分9月、前課税人員10月、前非課税人員10月、前税額10月、前納期

特例区分10月、前課税人員11月、前非課税人員11月、前税額11月、前納期特例区分11月、前課税人員12月、前非課税人員12月、前税額12月、前納

期特例区分12月、前課税人員1月、前非課税人員1月、前税額1月、前納期特例区分1月、前課税人員2月、前非課税人員2月、前税額2月、前納期特例

区分2月、前課税人員3月、前非課税人員3月、前税額3月、前納期特例区分3月、前課税人員4月、前非課税人員4月、前税額4月、前納期特例区分4

月、前課税人員5月、前非課税人員5月、前税額5月、前納期特例区分5月、前期割額合計、後課税人員6月、後非課税人員6月、後税額6月、後納期特

例区分6月、後課税人員7月、後非課税人員7月、後税額7月、後納期特例区分7月、後課税人員8月、後非課税人員8月、後税額8月、後納期特例区分8

月、後課税人員9月、後非課税人員9月、後税額9月、後納期特例区分9月、後課税人員10月、後非課税人員10月、後税額10月、後納期特例区分10

月、後課税人員11月、後非課税人員11月、後税額11月、後納期特例区分11月、後課税人員12月、後非課税人員12月、後税額12月、後納期特例区分

12月、後課税人員1月、後非課税人員1月、後税額1月、後納期特例区分1月、後課税人員2月、後非課税人員2月、後税額2月、後納期特例区分2月、後

課税人員3月、後非課税人員3月、後税額3月、後納期特例区分3月、後課税人員4月、後非課税人員4月、後税額4月、後納期特例区分4月、後課税人

員5月、後非課税人員5月、後税額5月、後納期特例区分5月、後期割額合計、変更区分、賦課履歴番号、次回通知予定区分、納通不作成区分、即時発

行区分、異動月、税額6月、税額7月、税額8月、税額9月、税額10月、税額11月、税額12月、税額1月、税額2月、税額3月、税額4月、税額5月、月割額合

計、電話番号区分、利用届出受付日時、利用届出受付番号、法人個人区分、法人格コード、法人格名、法人格前後区分、氏名法人名称カナ、氏名法人

名称、本支店区分、事業所名カナ、事業所名、住所コード、住所・所在地、ビル・マンション名



（４）住民税関係（その２）

自宅電話番号、事業所電話番号、代表者資格コード、代表者資格名、代表者_氏名カナ、代表者_氏名、代表者_郵便番号、代表者_住所コード、代表者_

住所、代表者_ビル・マンション名、代表者_電話番号、代表者_FAX番号、通知先_郵便番号、通知先_住所コード、通知先_住所、通知先_ビル・マンション

名、通知先_所属・役職、通知先_氏名、代理人属性コード、代理人資格コード、税理士登録番号、作成区分、処理日、税目区分、税務事務所コード、納税

者管理番号、課税番号、補助番号、入力区分、申告先税目有効区分、税目コード、一連番号、一連番号枝番、年度共通イメージ、特定区分、取消区分、

登録異動事由、登録年月日、特定保留区分、給与収入、給与所得、源泉徴収税額、普徴区分、処理済区分、清音カナ氏名、清音カナ名、選択条件区

分、候補者人数、不明者照会状況コード、資料情報メモ内容、回送先氏名、回送先郵便番号、回送先住所コード、回送先都道府県コード、回送先市区

郡町村コード、回送先大字・通称コード、回送先字・丁目コード、回送先番地、回送先子番地、回送先室番地、回送先地番タイプ、回送先住所、回送先

方書、資料回送票発送年月日、課税資料確認区分、入力カナ氏名、入力生年月日、入力性別、特徴個人番号、受給者番号、夫有区分、乙欄区分、死亡

退職区分、災害者区分、外国人区分、就職区分、就職年月日、退職区分、退職年月日、年調済区分、前職区分、訂正表示、非統合区分、強制均等割課

税区分、生活扶助区分、他市回送区分、配特適用区分、平均課税適用区分、減額申告区分、青白区分、納税者番号、特定扶養数、同居老人扶養数、

老人扶養数、その他扶養数、年少扶養数、同居特障数、特別障害数、普通障害数、本人老年者区分、本人障害者区分、本人寡婦夫区分、本人勤労学

生区分、本人未成年区分、本人老寡勤区分、配専区分、他専人数、本人専従者区分、徴収方法区分、申告種類青色、申告種類分離、申告種類損失、

申告種類修正、申告種類特農、還付申告区分、統合済区分、統合主従判定コード、統合優先順位、統合資料区分、統合修正区分、統合エラー区分1、

統合エラー区分2、統合エラー区分3、統合確認区分、統合予備1、年金特徴対象区分、主給報一連番号、主申告書一連番号、主資料一連番号、専従資

料作成区分、専従主一連番号、論理エラー区分、論理エラー修正区分、項目不正区分、金額コード不正区分、金額コード重複区分、配偶設定不能区

分、扶養設定不能区分、障害設定不能区分、寡婦設定不能区分、未特定資料抽出済区分、処理制御区分10、専給報自動作成不能区分、処理制御区

分12、処理制御区分13、処理制御区分14、処理制御区分15、処理制御区分16、処理制御区分17、処理制御区分18、処理制御区分19、処理制御区分

20、住宅控除適用数、住宅控除居住年月日1、住宅控除居住年月日2、住宅控除区分1、住宅控除区分2、利用者識別番号、ファイル種別、申告区分、

確定申告書区分、課税異動事由コード、取込区分、局署番号、整理番号、バッチ番号、受付番号、連絡データ作成年月日、団体確認用コード、台帳番

号、ファイル名、金額コード、金額、索引種別コード、その他氏名枝番、枝番、住民票コード、住民年月日、連番、受給者住所、受給者氏名、受給者カナ

氏名、画像ID、抽出年月日、管理連番、ページ、アノテーション情報、ユーザID、国税一連番号、複数帳票フラグ、団体確認用フラグ、年分_年号、年分_

年、団体任意検索キー１、団体任意検索キー２、団体任意検索キー３、団体任意検索キー４、団体任意検索キー５、Ａ二表資料番号、Ｂ二表資料番

号、三表資料番号、四表一資料番号、四表二資料番号、五表資料番号、ＩＴレコード有無、Ａ一表レコード有無、Ａ二表レコード有無、Ｂ一表レコード有

無、Ｂ二表レコード有無、三表レコード有無、四表一レコード有無、四表二レコード有無、五表レコード有無、第二表印刷状況、取込済区分、連携済区

分、イメージ作成区分、税務署名_税務署番号、税務署名_税務署名、提出年月日_年号、提出年月日_年、提出年月日_月、提出年月日_日、氏名_名称読

み、氏名_名称、納税者所在地郵便番号_上、納税者所在地郵便番号_下、納税者所在地読み、納税者所在地、納税地の地方自治体コード、１月１日住

所、１月１日住所の地方自治体コード、納税者所在地屋号読み、納税者所在地屋号、納税者電話番号_市外局番、納税者電話番号_市内局番、納税者

電話番号_加入者番号、性別_区分コード、性別_区分名、生年月日_年号、生年月日_年、生年月日_月、生年月日_日、世帯主氏名、世帯主との続柄、事業

内容、職業、様式識別ID、見出_年分、見出_税務署名、見出_提出年月日、納住所居所_納税地区分、納住所居所_納税地区分名、納住所居所_郵便番

号、納住所居所_住所、納賦課期日_年号、納賦課期日_年、納賦課期日_住所、納賦課期日_フリガナ、納賦課期日_氏名、納賦課期日_性別、納賦課期日_

世帯主の氏名、納賦課期日_続柄、納賦課期日_生年月日、納賦課期日_電話番号、公的年金等収入、その他雑収入、配当収入、総合一時収入、給与区

分、雑所得_特例表示、雑所得、配当所得、譲渡一時所得計、合計所得、社会保険料控除、小規模企業共済等掛金控除、生命保険料控除、地震保険料

控除、寡婦_寡夫控除、勤労学生_障害者控除、配偶者（特別）控除区分、配偶者控除、配偶者特控、扶養控除、基礎控除、（一表）⑥から⑮までの計、雑

損控除、医療費控除、AAB00285寄附金控除区分、AAB00290寄附金控除額、所得控除計、課税所得金額又は第三表、上の21に対する税額、配当控

除、特増改_住借入金等特控区分、特増改_住借入金等特控額、AAB00355政党等寄附金特控区分、AAB00360政党等寄附金特控額、AAB00550_CD住

耐改特控区分、AAB00550_NM住耐改特控区分名、AAB00560_CD住特改特控区分、AAB00560_NM住特改特控区分名、AAB00570_CD認長優住特控

区分、AAB00570_NM認長優住特控区分名、AAB00580住控_区分、AAB00365住耐改_住特改_認優控除額、電子証明書等特控、差引所得税額、災害減

免額区分、災害減免額区分名、外国税額控除区分、外国税額控除区分名、災害減免額_外国税額控除、再差引所得税額、復興特別所得税額、

AAB00610所得税及び復興特別所得税の額、外国税額控除、AAB00410源泉徴収税額、納める税金、還付される税金、配偶者の合計所得金額、雑_一

時の源泉税額合計、未納付の源泉徴収税額、期限までに納付する額、延納届出額、還付口座、税理士名、税士３０条書有_区分、税士３０条書有_区分

名、税士３３条２書有_区分、税士３３条２書有_区分名、納_住所、納_フリガナ、納_氏名、内訳_所得の種類_1、内訳_所得の場所_1、内訳_給与支払者名称

_1、内訳_収入金額_1、内訳_源泉徴収税額_1、内訳_所得の種類_2、内訳_所得の場所_2、内訳_給与支払者名称_2、内訳_収入金額_2、内訳_源泉徴収税額

_2、内訳_所得の種類_3、内訳_所得の場所_3、内訳_給与支払者名称_3、内訳_収入金額_3、内訳_源泉徴収税額_3、内訳_所得の種類_4、内訳_所得の場所

_4、内訳_給与支払者名称_4、内訳_収入金額_4、内訳_源泉徴収税額_4、内訳_所得の種類_5、内訳_所得の場所_5、内訳_給与支払者名称_5、内訳_収入金

額_5、内訳_源泉徴収税額_5、内訳次葉_項目名、内訳次葉_金額、AAD00070内訳次葉_源泉徴収合計額、雑等_所得の種類_1、雑等_所得の場所_1、雑等

_収入金額_1、雑等_必要経費等_上_1、雑等_所得の種類_2、雑等_所得の場所_2、雑等_収入金額_2、雑等_必要経費等_上_2、雑等_所得の種類_3、雑等_所

得の場所_3、雑等_収入金額_3、雑等_必要経費等_上_3、雑等_所得の種類_4、雑等_所得の場所_4、雑等_収入金額_4、雑等_必要経費等_上_4、特例適用

条文等、年少_扶養親族の氏名_1、年少_続柄_1、年少_生年月日_年号_1、年少_生年月日_年_1、年少_生年月日_月_1、年少_生年月日_日_1、年少_別居の

場合の住所_1、年少_扶養親族の氏名_2、年少_続柄_2、年少_生年月日_年号_2、年少_生年月日_年_2、年少_生年月日_月_2、年少_生年月日_日_2、年少_別

居の場合の住所_2、年少_扶養親族の氏名_3、年少_続柄_3、年少_生年月日_年号_3、年少_生年月日_年_3、年少_生年月日_月_3、年少_生年月日_日_3、年

少_別居の場合の住所_3、AAG00010_CD給与_年金外徴収_区分、AAG00010_NM給与_年金外徴収_区分名、配当に関する住民税の特例、非居住者の特

例、配当割額控除額、別居控配扶養専従_氏名、別居控配扶養専従_住所、都道府県_市区町村分、住所地の共募_日赤分、条例指定_都道府県、条例指

定_市区町村、社会保険の種類_1、支払保険料_1、社会保険の種類_2、支払保険料_2、社会保険の種類_3、支払保険料_3、社保次葉_項目名、社保次葉_

金額、社保次葉_合計、掛金の種類_1、支払掛金_1、掛金の種類_2、支払掛金_2、掛金の種類_3、支払掛金_3、小共次葉_項目名、小共次葉_金額、小共次

葉_合計、新生命保険料の計、旧生命保険料の計、新個人年金保険料の計、旧個人年金保険料の計、介護医療保険料の計、地震保険料の計、旧長期

損害保険料の計、寡婦控除区分、寡婦控除区分名、寡婦原因区分、寡婦原因区分名、勤労_控除区分、勤労_控除区分名、学校名、障害者控除_氏名、

配偶者の氏名、配偶者生年月日_年号、配偶者生年月日_年、配偶者生年月日_月、配偶者生年月日_日、配偶者控除区分、配偶者控除区分名、配偶者

特控区分、配偶者特控区分名、扶養親族_名_1、扶養親族_続柄_1、扶養親族_生年月日_年号_1、扶養親族_生年月日_年_1、扶養親族_生年月日_月_1、扶

養親族_生年月日_日_1、扶養親族_控除額_1、扶養親族_名_2、扶養親族_続柄_2、扶養親族_生年月日_年号_2、扶養親族_生年月日_年_2、扶養親族_生年

月日_月_2、扶養親族_生年月日_日_2、扶養親族_控除額_2、扶養親族_名_3、扶養親族_続柄_3、扶養親族_生年月日_年号_3、扶養親族_生年月日_年_3、扶

養親族_生年月日_月_3、扶養親族_生年月日_日_3、扶養親族_控除額_3、扶養次葉_項目名、扶養次葉_金額、扶養控除額の合計、損害の原因、損害年月

日_年号、損害年月日_年、損害年月日_月、損害年月日_日、損害を受けた資産の種類等、損害金額、雑損_保険金補てん金額、災害関連支出の金額、支

払医療費、医療_保険金補てん金額、寄附先の所在地、寄附先の名称、寄附金、AAH00540震災関連寄附金、見出_申告の種類、納住所居所_住所上、

納住所居所_住所下、納賦課期日_職業、納賦課期日_屋号_雅号、青色区分、青色区分名、分離区分、分離区分名、損失区分、損失区分名、修正区分、

修正区分名、特農の表示区分、特農の表示区分名、営業等収入、農業収入、不動産収入、利子収入、総合短期収入、総合長期収入、営業等所得_特例

表示、営業等所得、農業所得_特例表示、農業所得、不動産所得_特例表示、不動産所得、利子所得、ABB00485寄附金控除区分、ABB00490寄附金控

除額、２６税額又は第三表８４、税額控除の名称、税額控除区分、控除額、ABB00655政党等寄附金特控区分、ABB00660政党等寄附金特控額、

ABB00970_CD住耐改特控区分、ABB00970_NM住耐改特控区分名、ABB00980_CD住特改特控区分、ABB00980_NM住特改特控区分名、

ABB00990_CD認長優住特控区分、ABB00990_NM認長優住特控区分名、ABB01000住控_区分、ABB00663住耐改_住特改_認優控除額、免_表示、

ABB01030所得税及び復興特別所得税の額、ABB00710源泉徴収税額、ABB00720申告納税額、ABB00730予定納税額_１_２期分、専従者給与控除額

の合計額、青色申告特控額、雑_一時等の源泉税額合計、本年分差引繰越損失額、平均課税対象金額、変動臨時所得_区分、変動臨時所得_金額、更

正・決定、ビューア用表示文言、（一表）住宅耐震改修特別控除、（一表）住宅特定改修特別税額控除、K0000060（一表）認定長期優良住宅新築等特

別税額控除、（一表）災害減免額、



（５）住民税関係（その３）

（一表）外国税額控除、（一表）定率減税額、（一表）変動所得、（一表）臨時所得、（一表）臨時雑所得、（五表）住宅耐震改修特別控除、（五表）住宅特

定改修特別税額控除、K0000150（五表）認定長期優良住宅新築等特別税額控除、（五表）災害減免額、（五表）外国税額控除、（五表）定率減税額、準

確事実発生年月日、K0000200（一表）震災寄附金控除額、K0000210（一表）申告記載寄附金控除額、（一表）再取得住宅借入金控除額、（一表）滅失

住宅借入金控除額、（一表）重複適用住宅借入金控除額、K0000250（一表）特定震災寄附金税額控除額、K0000260（一表）申告記載寄附金税額控除

額、（四表付表一）繰越本年震災青色損失額、（四表付表一）繰越本年青色純損失額、（四表付表一）繰越本年震災山林被災損失額、（四表付表一）繰

越本年山林特定純損失額、（四表付表一）繰越本年震災その他被災損失額、（四表付表一）繰越本年その他特定純損失額、（四表付表二）繰越本年特

定雑損失額、（五表）震災寄附金控除額、（五表）申告記載寄附金控除額、（五表）再取得住宅借入金控除額、（五表）滅失住宅借入金控除額、（五表）

重複適用住宅借入金控除額、（五表）特定震災寄附金税額控除額、（五表）申告記載寄附金税額控除額、（一表）基準所得税額、（一表）復興特別所得

税額、（一表）合計所得税額、（五表）復興基準所得税額、（五表）復興特別所得税額、（五表）復興合計所得税額、（一表）特定支出区分、（一表）外国

税額控除区分、（五表）特定支出区分、（五表）外国税額控除区分、納_住所以外事業所、納_屋号、内訳_所得の種類_6、内訳_所得の場所_6、内訳_給与

支払者名称_6、内訳_収入金額_6、内訳_源泉徴収税額_6、ABD00070内訳次葉_源泉徴収合計額、専従者_氏名_1、専従者_生年月日_年号_1、専従者_生

年月日_年_1、専従者_生年月日_月_1、専従者_生年月日_日_1、専従者_続柄_1、専従者_従事月数内容_1、専従者_専従者控除額_1、専従者_氏名_2、専従

者_生年月日_年号_2、専従者_生年月日_年_2、専従者_生年月日_月_2、専従者_生年月日_日_2、専従者_続柄_2、専従者_従事月数内容_2、専従者_専従者

控除額_2、専従者_氏名_3、専従者_生年月日_年号_3、専従者_生年月日_年_3、専従者_生年月日_月_3、専従者_生年月日_日_3、専従者_続柄_3、専従者_従

事月数内容_3、専従者_専従者控除額_3、専従次葉_項目名、専従次葉_金額、専従次葉_専従控除額合計、雑等_必要経費等_下_1、雑等_差引金額_上_1、

雑等_差引金額_下_1、雑等_必要経費等_下_2、雑等_差引金額_上_2、雑等_差引金額_下_2、雑等_必要経費等_下_3、雑等_差引金額_上_3、雑等_差引金額_

下_3、雑等_必要経費等_下_4、雑等_差引金額_上_4、雑等_差引金額_下_4、ABH00550震災関連寄附金、扶養親族_名_4、扶養親族_続柄_4、扶養親族_生

年月日_年号_4、扶養親族_生年月日_年_4、扶養親族_生年月日_月_4、扶養親族_生年月日_日_4、扶養親族_控除額_4、ABI00010_CD給与_年金外徴収_区

分、ABI00010_NM給与_年金外徴収_区分名、控配専従_氏名、控配専従_給与、株式等譲渡所得割額控除額、事_番号、事_所得金額、事_損通特例前不

動産所得、事_青色申告特控額、事_事業資産の譲損等、開始_廃止の区分、開始_廃止の区分名、開始廃止月日_月、開始廃止月日_日、他県の事務所区

分、他県の事務所区分名、分短一般収入、分短軽減収入、分長一般収入、分長特定収入、分長軽課収入、未公開株式収入、上場株式譲渡収入、上場

株式配当収入、先物取引収入、山林収入、退職収入、分短一般所得、分短軽減所得、分長一般所得、分長特定所得、分長軽課所得、未公開株式所

得、上場株式譲渡所得、上場株式配当所得、先物取引所得、山林所得、退職所得、総合課税の合計額、所得から差し引かれる金額、９_対応分、５７_５

８_対応分、５９_６０_６１_対応分、６２_６３_対応分、６４_対応分、６５_対応分、６６_対応分、６７_対応分、６８_対応分、６９_対応分、７０_対応分、７１_対応

分、７２_対応分、７３_対応分、７４_対応分、７５_対応分、７６から８３までの合計、本年分６２_６３繰損額、株_翌年以後繰越損失額、本年分の６４繰越損

失額、本年分の６５繰越損失額、先_翌年以後繰越損失額、条文_法区分_1、条文_法区分名_1、条文_条１_1、条文_条２_1、条文_条３_1、条文_項_1、条文_

号_1、条文_法区分_2、条文_法区分名_2、条文_条１_2、条文_条２_2、条文_条３_2、条文_項_2、条文_号_2、条文_法区分_3、条文_法区分名_3、条文_条１_3、

条文_条２_3、条文_条３_3、条文_項_3、条文_号_3、分譲明_区分_1、分譲明_所得の場所_1、分譲明_必要経費_上_1、分譲明_必要経費_下_1、分譲明_差引金

額_上_1、分譲明_差引金額_下_1、分譲明_特控額_1、分譲明_区分_2、分譲明_所得の場所_2、分譲明_必要経費_上_2、分譲明_必要経費_下_2、分譲明_差引

金額_上_2、分譲明_差引金額_下_2、分譲明_特控額_2、分譲明_合計、分離配当_種目_所得の場所、分離配当_収入金額、分離配当_負債の利子、分離配

当_差引金額、退職所得の場所、退職所得_収入金額_上、退職所得_収入金額_下、退職所得控除額_上、退職所得控除額、納_納税地区分、経常所得、分

短_区分等、分短_一般_区分等、分短_一般_区分等名、分短_軽減_区分等、分短_軽減_区分等名、分短_所得の場所、分短_収入金額、分短_必要経費等_

上、分短_必要経費等_下、分短_差引金額_上、分短_差引金額_下、分短_損失又は所得_上、分短_損失又は所得_下、総合短期_差引金額_上、総合短期_差

引金額_下、総合短期_特控額、総合短期_損失又は所得_上、総合短期_損失又は所得_下、分長_区分等、分長_一般_区分等、分長_一般_区分等名、分長_

特定_区分等、分長_特定_区分等名、分長_軽課_区分等、分長_軽課_区分等名、分長_所得の場所、分長_収入金額、分長_必要経費等_上、分長_必要経費

等_下、分長_差引金額_上、分長_差引金額_下、分長_損失又は所得_上、分長_損失又は所得_下、総合長期_差引金額_上、総合長期_差引金額_下、総合長

期_特控額、総合長期_損失又は所得_上、総合長期_損失又は所得_下、一時_差引金額、一時_特控額、一時_損失又は所得_上、一時_損失又は所得_下、

山林_収入金額、山林_損失又は所得、退職_区分等、退職_所得の場所、退職_収入金額_上、退職_収入金額、退職_必要経費等_上、退職_必要経費等、退

職_差引金額_上、退職_差引金額、退職_損失又は所得、未公開株式_収入金額、未公開株式_損失又は所得、上場株式_収入金額、上場株式_損失又は所

得、上場配当_区分等、上場配当_所得の場所、上場配当_収入金額、上場配当_必要経費等、上場配当_差引金額、上場配当_損失又は所得、先物取引_

収入金額、先物取引_損失又は所得、特例適用条文、経常所得_通算前、短期_総合譲渡_通算前、長期_分譲_特損_通算前、長期_総合譲渡_通算前、一時_

通算前、経常所得_一通後、短期_総合譲渡_一通後、長期_分譲_特損_一通後、長期_総合譲渡_一通後、一時_一通後、山林_一通後、経常所得_二通後、短

期_総合譲渡_二通後、長期_分譲_特損_二通後、長期_総合譲渡_二通後、一時_二通後、山林_二通後、退職_二通後、経常所得_三通後、短期_総合譲渡_三

通後、長期_分譲_特損_三通後、長期_総合譲渡_三通後、一時_三通後、山林_三通後、退職_三通後、経常所得_損失又は所得下、短期_総合_損失又は所

得下、長期_分譲_損失又は所得下、一時_損失又は所得下、山林_損失又は所得下、退職_損失又は所得下、損失又は所得の合計額下、青色申告者損失

の金額、居住通算後譲損額、変動所得損失額、営業等_被災資産の種類等、営業等_損害の原因、営業等_損害年月日_年号、営業等_損害年月日_年、営

業等_損害年月日_月、営業等_損害年月日_日、営業等_損害金額、営業等_保険金補てん金額、営業等_差引損失額、不動産_被災資産の種類等、不動産_

損害の原因、不動産_損害年月日_年号、不動産_損害年月日_年、不動産_損害年月日_月、不動産_損害年月日_日、不動産_損害金額、不動産_保険金補

てん金額、不動産_差引損失額、山林_被災資産の種類等、山林_損害の原因、山林_損害年月日_年号、山林_損害年月日_年、山林_損害年月日_月、山林_

損害年月日_日、山林_損害金額、山林_保険金補てん金額、山林_差引損失額、山林外所得の被災損失額、山林の被災資産損失額、Ａ_年分_Ａ_年号、Ａ_

年分_Ａ_年、Ａ_青色の場合_年号、Ａ_青色の場合_年、Ａ_白色の場合_年号、Ａ_白色の場合_年、Ｂ_年分_Ｂ_年号、Ｂ_年分_Ｂ_年、Ｂ_青色の場合_年号、Ｂ_青

色の場合_年、Ｂ_白色の場合_年号、Ｂ_白色の場合_年、Ｃ_年分_Ｃ_年号、Ｃ_年分_Ｃ_年、Ｃ_青色の場合_年号、Ｃ_青色の場合_年、Ｃ_白色の場合_年号、Ｃ_

白色の場合_年、Ａ_山林外損失、Ａ_山林所得損失、Ａ_変動所得損失、Ａ_被災資産損失_山林以外、Ａ_被災資産損失_山林、Ａ_居住通算後譲損額、Ａ_雑

損失、Ｂ_山林外損失、Ｂ_山林所得損失、Ｂ_変動所得損失、Ｂ_被災資産損失_山林以外、Ｂ_被災資産損失_山林、Ｂ_居住通算後譲損額、Ｂ_雑損失、Ｃ_

山林外損失、Ｃ_山林所得損失、Ｃ_変動所得損失、Ｃ_被災資産損失_山林以外、Ｃ_被災資産損失_山林、Ｃ_居住通算後譲損額、Ｃ_雑損失、本引_Ａ_山林

外損失、本引_Ａ_山林所得損失、本引_Ａ_変動所得損失、本引_Ａ_山林以外、本引_Ａ_山林、本引_Ａ_居住通算後譲損額、本引_Ａ_雑損失、本引_Ｂ_山林外

損失、本引_Ｂ_山林所得損失、本引_Ｂ_変動所得損失、本引_Ｂ_山林以外、本引_Ｂ_山林、本引_Ｂ_居住通算後譲損額、本引_Ｂ_雑損失、本引_Ｃ_山林外損

失、本引_Ｃ_山林所得損失、本引_Ｃ_変動所得損失、本引_Ｃ_山林以外、本引_Ｃ_山林、本引_Ｃ_居住通算後譲損額、本引_Ｃ_雑損失、本年分株式譲渡損失

額、本年分上場株式配当損失額、本年分先物取引損失額、翌引_Ｂ_山林外損失、翌引_Ｂ_山林所得損失、翌引_Ｂ_変動所得損失、翌引_Ｂ_山林以外、翌

引_Ｂ_山林、翌引_Ｂ_居住通算後譲損額、翌引_Ｂ_雑損失、翌引_Ｃ_山林外損失、翌引_Ｃ_山林所得損失、翌引_Ｃ_変動所得損失、翌引_Ｃ_山林以外、翌引_

Ｃ_山林、翌引_Ｃ_居住通算後譲損額、翌引_Ｃ_雑損失、翌引_雑医寄使用所得計、翌年後繰越本年分雑損失額、翌年後繰越株式譲渡損失額、翌年後繰

越先物取引損失額、総合譲渡_一時所得、その他_所得の種類_1、その他_所得金額_1、その他_所得の種類_2、その他_所得金額_2、ABR00255寄附金控

除区分、ABR00260寄附金控除額、所得控除合計、１０_対応分、１１_対応分、２８_対応分、２９_対応分、３０_対応分、税額_計、税控_名称、税控_区分、税

控_控除額、税控_住借入金等特控区分、税控_住借入金等特控額、ABR00495税控_政党等寄附金特控区分、ABR00500税控_政党等寄附金特控額、

ABR01080_CD住控_住耐改特控区分、ABR01080_NM住控_住耐改特控区分名、ABR01090_CD住控_住特改特控区分、ABR01090_NM住控_住特改特控

区分名、ABR01100_CD住控_認長優住特控区分、ABR01100_NM住控_認長優住特控区分名、ABR01110住控_区分、ABR00503住耐改_住特改_認長優

控除、ABR01140所得税及び復興特別所得税の額、ABR00550源泉徴収税額、ABR00560申告納税額、ABR00570予定納税額、ABR00604申告納税

額の増加額、ABR00606第3期分の税額の増加額、所得_所得の種類_1、所得_種目_所得の場所_1、所得_収入金額_1、所得_必要経費_1、所得_所得の種

類_2、所得_種目_所得の場所_2、所得_収入金額_2、所得_必要経費_2、異動の理由、専従者_控除額異動前_1、専従者_控除額異動後_1、専従者_控除額

異動前_2、専従者_控除額異動後_2、所得控除の種類_1、所得控除額_1、所得控除_異動の理由_1、所得控除の種類_2、所得控除額_2、所得控除_異動の

理由_2、所得控除の種類_3、所得控除額_3、所得控除_異動の理由_3、税額控除等の種類_1、税額控除額等_1、税控_異動の理由_1、税額控除等の種類

_2、税額控除額等_2、税控_異動の理由_2、条例指定分_都道府県、条例指定分_市区町村、事_異動の理由、内特徴区分、状態区分、徴収区分、課税区

分、所得割非課税事由、均等割非課税事由、特徴決定年月日、特徴発付年月日、普徴決定年月日、普徴発付年月日、強制入力区分、課税保留区分、

減免通知年月日、減免事由、給報資料枚数、年金資料枚数、確申資料枚数、地申資料枚数、その他資料枚数、課税月、課税期、変更月、変更期



（６）住民税関係（その４）

特徴異動区分、特徴異動年月、徴収期、納入月、過年度区分、訂正分給報区分、非課税区分、税務署調査対象区分、税務署連絡対象区分、期月区

分、期別税額、期別充当額、納期変更区分、中止予定区分、中止事由、主担当区分、特徴係伺書発行区分、特徴係伺書発行年月日、夫統一コード、置

換区分、置換メッセージ1、置換メッセージ2、置換メッセージ3、置換メッセージ4、置換メッセージ5、置換メッセージ6、置換メッセージ7、置換メッセージ

8、置換メッセージ9、置換メッセージ10、合計所得金額、本人前控配区分、本人前特定扶養数、本人前同居老人扶養数、本人前老人扶養数、本人前そ

の他扶養数、本人前年少扶養数、本人前同居特障数、本人前特別障害数、本人前普通障害数、本人前夫有区分、本人前配特適用区分、本人前強制

均等割区分、本人前配偶者合計所得、本人前配偶者特別控除、本人前均等割額、本人後控配区分、本人後特定扶養数、本人後同居老人扶養数、本

人後老人扶養数、本人後その他扶養数、本人後年少扶養数、本人後同居特障数、本人後特別障害数、本人後普通障害数、本人後夫有区分、本人後

配特適用区分、本人後強制均等割区分、本人後配偶者合計所得、本人後配偶者特別控除、本人後均等割額、配偶者控配区分、配偶者特定扶養数、

配偶者同居老人扶養数、配偶者老人扶養数、配偶者その他扶養数、配偶者年少扶養数、配偶者同居特障数、配偶者特別障害数、配偶者普通障害

数、配偶者夫有区分、配偶者配特適用区分、配偶者強制均等割区分、配偶者配偶者合計所得、配偶者配偶者特別控除、配偶者均等割額、発行連番、

本税事務所事業所家屋敷区分、納税通知書発付日、税額更正日、税額更正事由コード、納付手段、期別コード1、期別区分1、調定額1、調定増減額1、

納期限1、納期限区分1、納期特例有無区分1、期別コード2、期別区分2、調定額2、調定増減額2、納期限2、納期限区分2、納期特例有無区分2、期別

コード3、期別区分3、調定額3、調定増減額3、納期限3、納期限区分3、納期特例有無区分3、期別コード4、期別区分4、調定額4、調定増減額4、納期限

4、納期限区分4、納期特例有無区分4、期別コード5、期別区分5、調定額5、調定増減額5、納期限5、納期限区分5、納期特例有無区分5、期別コード6、

期別区分6、調定額6、調定増減額6、納期限6、納期限区分6、納期特例有無区分6、期別コード7、期別区分7、調定額7、調定増減額7、納期限7、納期

限区分7、納期特例有無区分7、期別コード8、期別区分8、調定額8、調定増減額8、納期限8、納期限区分8、納期特例有無区分8、期別コード9、期別区

分9、調定額9、調定増減額9、納期限9、納期限区分9、納期特例有無区分9、期別コード10、期別区分10、調定額10、調定増減額10、納期限10、納期

限区分10、納期特例有無区分10、期別コード11、期別区分11、調定額11、調定増減額11、納期限11、納期限区分11、納期特例有無区分11、期別コー

ド12、期別区分12、調定額12、調定増減額12、納期限12、納期限区分12、納期特例有無区分12、当初例月区分、前回連携履歴番号、最新決定履歴番

号、前回控除不足額、前回充当額合計、前回充当額差額、前回既還付額、前回差引還付額、今回控除前市所得割額、今回控除前道所得割額、今回市

所得割控除額、今回道所得割控除額、今回控除後市所得割額、今回控除後道所得割額、今回控除不足額、今回充当額合計、今回充当額差額、今回

既還付額、今回差引還付額、今回連携履歴番号、連携状態区分、年金保険者コード、年金種別コード、基礎年金番号、回付一連番号、特定方法区分、

特定候補者数、特徴判定区分、市区町村コード、通知内容コード、特別徴収制度コード、作成年月日、性別、カナ住所、新規引継区分、処理結果、各種

年月日、各種金額1、各種金額2、各種金額3、整理番号2、通知年月日、中止年月日、特徴変更月、特別徴収依頼額合計、特別徴収依頼額10月、特別

徴収依頼額12月、特別徴収依頼額2月、特別徴収依頼額4月、特別徴収依頼額6月、特別徴収依頼額8月、特別徴収実績額10月、特別徴収実績額12

月、特別徴収実績額2月、特別徴収実績額4月、特別徴収実績額6月、特別徴収実績額8月、年金支給額、支払回数割特徴税額、年金保険者用整理番

号2、特徴対象外区分、論理削除区分、論理削除年月日、金額1、金額2、各種区分、OL更新有無、金額3、回付年月、仮徴収税額4月、仮徴収税額6月、

仮徴収税額8月、収納引継済区分、本算済区分、新年度統一コード、還付理由コード１、還付理由コード２、徴収依頼額、徴収実績額、連携済変更前調

定額、連携済変更後調定額、連携済還付額、連携予定変更前調定額、連携予定変更後調定額、連携予定還付額、還付先区分、予定確定区分、予定連

携回数、確定連携回数、予定期月コード、メモ折衝一連番号、メモ折衝送付区分、折衝年月日、折衝時刻、折衝相手、折衝手段、折衝場所、表題、内

容、重要度、利用期限、ソート用年月日、入力拠点コード、入力課コード、入力担当者ID、更新年月日、送付管理一連番号、帳票種類、再発行区分、抜

取区分、発付先種類、発付先郵便番号、発付先住所、発付先方書、発付先氏名、返戻年月日、返戻事由、公示送達日、調査経緯、端末検索、賦課情報

確認、電話照会、本籍地照会、関係部局照会、実態調査、調査結果、再送付先、システム登録区分、処理日時、個人法人区分、金額3、回付年月、履歴

番号、仮徴収税額4月、仮徴収税額6月、仮徴収税額8月、中止事由、中止年月日、特徴変更月、収納引継済区分、本算済区分、新年度統一コード、期

月コード、異動コード、異動事由コード、異動年月日、還付理由コード１、還付理由コード２、徴収依頼額、徴収実績額、連携済変更前調定額、連携済変

更後調定額、連携済還付額、連携予定変更前調定額、連携予定変更後調定額、連携予定還付額、還付先区分、予定確定区分、予定連携回数、確定連

携回数、予定期月コード、連携状態区分、連携済区分、出力区分、回答状況コード、回答年月日、地区コード、年金保険者コード、賦課履歴番号、メモ折

衝一連番号、折衝年月日、折衝時刻、折衝相手、折衝手段、折衝場所、内容、利用期限、送付管理一連番号、処理連番、メモ折衝送付区分、調定年

度、賦課年度、納税通知書番号、表題、重要度、発付年月日、出力年月日、帳票種類、再発行区分、抜取区分、発付先種類、発付先郵便番号、発付先

住所、発付先方書、発付先氏名、返戻年月日、返戻事由、公示送達日、調査経緯、端末検索、賦課情報確認、電話照会、本籍地照会、関係部局照会、

実態調査、調査結果、再送付先、ソート用年月日、システム登録区分、取消区分、入力拠点コード、入力課コード、入力担当者ID、更新年月日、主キー、

ユーザID、処理日時、統一コード、世帯コード、個人法人区分、住登区分、日本人外国人区分、氏名、バージョン、論理削除フラグ、登録ユーザID、更新

ユーザID、登録日時、更新日時



（７）固定資産税関係

個人番号、法人番号、延床面積総評価見込、延床面積実績、評価額総評価見込、評価額実績、1㎡当たり再建築費評点数、経年減点補正率、1点単

価、総評価見込理由、論理削除フラグ、登録ユーザID、更新ユーザID、返還金決定伺賦課情報のサロゲート主キー、課税年度、区コード、所有者コー

ド、変更前土地固定資産税課税標準額、変更後土地固定資産税課税標準額、変更前土地都市計画税課税標準額、変更後土地都市計画税課税標準

額、変更前家屋固定資産税課税標準額、変更後家屋固定資産税課税標準額、変更前家屋都市計画税課税標準額、変更後家屋都市計画税課税標準

額、変更前合計固定資産税課税標準額、変更後合計固定資産税課税標準額、変更前合計都市計画税課税標準額、変更後合計都市計画税課税標準

額、変更前固定資産税額、変更後固定資産税額、変更前都市計画税額、変更後都市計画税額、変更前年税額、変更後年税額、返還金決定伺情報の

サロゲート主キー、起案日、起案者コード、返還金決定伺理由文標題、返還金決定伺理由文、返還金決定通知文標題、返還金決定通知文、更正物件

数、返還金文書番号、処理番号、調定年度、非木造基本情報のサロゲート主キー、非木造基本キー情報のサロゲート主キー 、家屋一連番号、非木造

管理番号本番、非木造管理番号枝番、入力処理モード、適用基準表区分、新増改滅、家屋区分、工事費、内装仕上メモ、保温工事メモ、評価資料情報

メモ、履歴管理ID、履歴管理VER_FROM、履歴管理VER_TO、従前地情報のサロゲート主キー、仮換地管理情報のサロゲート主キー 、並び順、所在

コード、条、丁目、登記所在地本番、登記所在地枝番、甲乙コード、不完全コード、指定開始年月日、登記地目区分、登記地積、課税地積、登記名義人

コード、履歴番号、家屋番号本番1、家屋番号本番2、家屋番号枝番1、家屋番号枝番2、戸順親番、戸順子番1、戸順子番2、戸順附属家番号、建物番

号、登記事由、市街化区域等区分、未完成区分、建物名称、タイプ名称、施工業者、登記所在コード、登記所在条、登記所在丁目、登記所在本番、登記

所在枝番、登記所在甲乙コード、登記所在先コード、登記所在筆数、所有者共有枝番、木造/非木造区分、家屋構造区分、家屋用途区分、主たる用途

無しフラグ、屋根区分、階層地上、階層地下、階層PH、～階層部分、合算コード、住宅個数、住宅床面積、更正ステータス、家屋案件申請書情報のサロ

ゲート主キー、家屋案件情報のサロゲート主キー 、案件一連番号、申請種別、申請者氏名、申請年月日、家屋評価情報のサロゲート主キー、物件番

号、建築年次、修正建築年次、再建築費評点数、損耗減点補正率、需給事情減点補正率、建築年次不明フラグ、家屋評価調書伺書情報のサロゲート

主キー、家屋整理番号本番、評価調査書変更伺理由コード、標題、伺理由文、家屋権利登記所有者情報のサロゲート主キー、登記一連番号、所有者

区分、氏名、住所、持分、家屋基本情報のサロゲート主キー、担当区、家屋整理番号枝番、家屋整理番号枝番ソート順、異動理由、除台区分、調査状

況、更正年月日、専有部分個数、区分按分元一連番号、相違理由、親評価区分、再按分フラグ、評価替フラグ、備考、仮登録フラグ、家屋登記情報のサ

ロゲート主キー、家屋登記基本情報のサロゲート主キー、登記情報区分、案件担当者キー、木造/非木造担当、案件処理状況、案件確認区分、一括登

録年月日、家屋登記通知書情報のサロゲート主キー、発行番号、物件種別、物件キー、家屋特例・非課税情報のサロゲート主キー、特例コード、特例

補正率、特例終了年度、減免コード、減免補正率、減免期コード、減免床面積、減免終了年度、マンション集会室減免コード、MS減免補正率、MS減免

床面積、非課税コード、非課税床面積、仮換地情報のサロゲート主キー、所在地本番、所在地枝番、異筆、仮換地事由コード、使用収益開始日、納税

者住所不明調査表情報のサロゲート主キー、税目、当初送付先住所、住所不明調査結果、調査結果区分、納税者住所不明調査表明細情報のサロ

ゲート主キー、(明細)並び順、返戻日、通知書発送日、送付先住所、調査内容、償却申告状況情報のサロゲート主キー、償却基本情報のサロゲート主

キー 、申告書確認年月日、申告フラグ、申告書・葉書区分、申告書一連番号、再送申告書一連番号、申告書送付年月日、申告書受付年月日、申告書

返戻年月日、申告書再送年月日、確認担当者コード、償却賦課情報のサロゲート主キー、調定年月日、価格、特例後減免前課税標準額、課税標準額、

減免前年税額、年税額、配分資産コード、個人法人区分、業種コード、担当地区コード、道税番号、事業種目、事業開始年月日、資本金等、決算月日1、

決算月日2、短縮耐用年数有無、増加償却有無、特別償却有無、償却方法コード、青色申告有無、借用資産有無、申告方法コード、申告書送付先コー

ド、申告書送付コード、税務署調査コード、償却基本情報事由、異動資産有無、閲覧年月日、入力確定申告リスト出力フラグ、納税者ID、償却資産情報

のサロゲート主キー、資産整理番号、償却履歴番号、資産種類コード、特殊入力コード、資産名称、資産数量、取得価額、取得年月、耐用年数、償却資

産特例コード、特例率、償却資産減免コード、決定価額、減免率、増減事由コード、残存率、残価到達フラグ、前年度評価額、本年度評価額、異動フラ

グ、取消フラグ、所有者コード発番管理情報のサロゲート主キー、所有者種別コード、最終発番所有者コード、土地表示登記所有者情報のサロゲート

主キー、土地登記情報のサロゲート主キー 、変更内容、生年月日(文字列)、原因、原因の日付、登記の日付、土地評価調書情報のサロゲート主キー、

土地一連番号、土地整理番号、レコードグループ番号、更正事由コード、共有枝番、総合補正区分1、総合補正率1、総合補正区分2、総合補正率2、現

年度評点数、当該土地小規模分地積、異動コード、画地サイン、公衆浴場サイン、小規模又は非住達成率サイン、一般達成率サイン、都市計画税達成

率サイン、都市計画税一般達成率サイン、価格変更サイン、画地終了サイン、画地計算適用サイン、時点修正前評価額小規模分、時点修正前評価額

一般分、時点修正前評価額合計、時点修正後評価額小規模分、時点修正後評価額一般分、時点修正後評価額合計、手入力区分、手計算区分、土地

評価・賦課関連情報のサロゲート主キー、土地家屋賦課台帳のサロゲート主キー 、賦課課税年度、賦課履歴番号、土地評価登記情報のサロゲート主

キー、登記名義人番号、登記名義人氏名、土地評価調書伺書情報のサロゲート主キー、減免通知書一連番号、通知用減免コード、減免前土地固定資

産税課税標準額、減免前家屋固定資産税課税標準額、減免前合計固定資産税課税標準額、減免前土地都市計画税課税標準額、減免前家屋都市計

画税課税標準額、減免前合計都市計画税課税標準額、減免前固定資産税額、減免前都市計画税額、土地固定資産税課税標準額、家屋固定資産税課

税標準額、合計固定資産税課税標準額、土地都市計画税課税標準額、家屋都市計画税課税標準額、合計都市計画税課税標準額、固定資産税額、都

市計画税額、土地評価額合計、家屋評価額合計、免税点用土地課税標準額、免税点用家屋課税標準額、土地免税点用サイン、家屋免税点用サイン、

土地件数、家屋件数、土地家屋賦課決定伺情報のサロゲート主キー、賦課決定伺理由コード、賦課決定伺標題、賦課決定伺理由文、賦課決定通知

文、土地課税情報のサロゲート主キー、特例前減免前固定資産税課税標準額小規模分、特例前減免前固定資産税課税標準額一般分、特例前減免前

都市計画税課税標準額小規模分、特例前減免前都市計画税課税標準額一般分、特例前減免前固定資産税課税標準額、特例前減免前都市計画税課

税標準額、特例後減免前固定資産税課税標準額、特例後減免前都市計画税課税標準額、特例後減免後固定資産税課税標準額、特例後減免後都市

計画税課税標準額、前年度特例前減免前固定資産税課税標準額小規模分、前年度特例前減免前固定資産税課税標準額一般分、前年度特例前減免

前都市計画税課税標準額小規模分、前年度特例前減免前都市計画税課税標準額一般分、前年度特例後減免後固定資産税課税標準額、前年度特例

後減免後都市計画税課税標準額、前年度特例按分後減免後固定資産税課税標準額、前年度特例按分後減免後都市計画税課税標準額、固定資産税

住宅用地特例額小規模分、固定資産税住宅用地特例額一般分、固定資産税住宅用地特例額合計、都市計画税住宅用地特例額小規模分、都市計画

税住宅用地特例額一般分、都市計画税住宅用地特例額合計、固定資産税負担水準小規模分、固定資産税負担調整小規模分、固定資産税負担水準

一般分、固定資産税負担調整一般分、都市計画税負担水準小規模分、都市計画税負担調整小規模分、都市計画税負担水準一般分、都市計画税負担

調整一般分、土地権利登記所有者情報のサロゲート主キー、土地登記・案件情報のサロゲート主キー、土地案件情報のサロゲート主キー 、土地登記

日付情報のサロゲート主キー、登記の目的、付記の日付、土地登記通知書情報のサロゲート主キー、登記変更前・変更後区分 、登記整理番号 、受付

番号 、受付年月日 、発行年月日 、通知書種類 、登録日時 、更新日時



（８）軽自動車税関係

（９）税滞納整理関係（その１）

個人番号、法人番号、MT連番、財産番号、回答データ作成年月日、統一コード、カナ氏名、生年月日、住所コード、住所カナ具体名、金融機関コード、店

舗コード、口座種別、口座番号、借越区分、預金・貸付残高、最終取引日、金融機関届出‐住所コード、住所漢字具体名、取込データ、徴収担当者コー

ド、イベント種別、徴収担当者コード、企業コード、委託者コード、登録担当者コード、更新担当者コード、徴収担当者コード、徴収担当者コード、徴収担

当者コード、ステータスコード、進行状況コード、ステータスコード、進行状況コード、内容、内容、メモ、徴収担当者コード、滞納原因ランクコード、業種ラ

ンクコード、措置状況ランクコード、現年滞納有無、滞納繰越有無、担当者コード、依頼先区分、担当者コード、依頼先区分、滞納宛名コード、滞納宛名

名称、滞納宛名所属名称、郵便番号、住所、方書、担当者コード、依頼先区分、条件作成担当者コード、ソート順番‐郵便番号、ソート順番‐徴収担当

者、ソート順番‐統一コード、ソート昇順降順区分‐郵便番号、ソート昇順降順区分‐徴収担当者、ソート昇順降順区分‐統一コード、通知書番号、同一人

指示前‐統一コード、納税管理人‐統一コード、納税管理人‐氏名、前徴収担当者コード、新徴収担当者コード、個人法人区分、新‐住所コード、新‐住

所、新‐方書、新‐続柄名称、新‐続柄コード1階層、新‐続柄コード2階層、新‐続柄コード3階層、新‐生年月日、新‐電話番号1、新‐電話番号2、新‐電話

番号3、新‐個人漢字名称、新‐個人カナ名称、新‐法人漢字名称、新‐法人カナ名称、旧‐住所コード、旧‐住所、旧‐方書、旧‐続柄名称、旧‐続柄コード

1階層、旧‐続柄コード2階層、旧‐続柄コード3階層、旧‐生年月日、旧‐電話番号1、旧‐電話番号2、旧‐電話番号3、旧‐個人漢字氏名、旧‐個人カナ氏

名、旧‐法人漢字名称、旧‐法人カナ名称、滞納額、未納額、通知書番号、税額、延滞金、通知書番号、納税義務承継税額、売却通知‐滞納税額総額、

売却実施‐売却価額、売却実施‐委託手数料額、売却実施‐充当金額、公売公告‐滞納者数、公売公告‐財産数量、公売公告‐税額、公売公告‐件数、

換価中止‐完納‐税額、換価中止‐完納‐件数、換価中止‐その他‐税額、換価中止‐その他‐件数、換価処分‐滞納者数、換価処分‐財産数量、換価処分

‐公売公告税額、換価処分‐公売公告件数、換価処分‐公売公告徴収金、換価処分‐公売公告以外‐税額、換価処分‐公売公告以外‐徴収金、関連者‐

統一コード、関連者‐氏名、関連者‐住所、拡張者‐統一コード、納税義務承継税額合計、通知書番号、通知書番号、車種コード、標識番号‐所在地・分

類番号、標識番号‐記号、標識番号‐番号、車体番号、標識番号、債権額、極度額、申立人氏名、申立人住所、住所、方書、氏名、送達書類、通知書番

号、滞納額その他税、滞納額市民税、滞納額市道民税、滞納者名称、住所、債務者‐統一コード、折衝‐電話催告、折衝‐訪問催告、折衝‐来電相談、折

衝‐来庁相談、直近の支給額、振込口座、財産番号、銀行口座種別、銀行口座番号、銀行残高、銀行貸付金、銀行口座住所、滞納額その他税、滞納額

市民税、滞納額市道民税、宛名氏名、氏名、続柄名称、職業・勤務先、月収、所在等調査‐住基‐台帳有無、所在等調査‐住基‐職権消除年月日、所在

等調査‐住基‐本籍地、所在等調査‐住基‐筆頭者、所在等調査‐住基‐転出予定地区分、所在等調査‐市外‐調査不明区分、所在等調査‐代表者等住

所、所在等調査‐代表者等氏名、所在等調査‐代表者等関係、個人別‐本籍住所、個人別‐本籍筆頭者、個人別‐現住所、個人別‐現住所方書、給与収

入額、給与所得額、その他所得額計、主たる給与以外の合算所得区分‐営業所得、主たる給与以外の合算所得区分‐農業所得、主たる給与以外の合

算所得区分‐その他事業所得、主たる給与以外の合算所得区分‐不動産所得、主たる給与以外の合算所得区分‐利子所得、主たる給与以外の合算所

得区分‐配当所得、主たる給与以外の合算所得区分‐雑所得、主たる給与以外の合算所得区分‐譲渡・一時所得、総所得額金額、所得控除‐雑損、所

得控除‐医療費、所得控除‐社会保料、所得控除‐小規模企業共済、所得控除‐生命保険料、所得控除‐損害保険料、所得控除‐個人年金、所得控除‐

寄付金、所得控除‐配偶者合計所得、所得控除‐障・老・寡・勤、所得控除‐配偶者、所得控除‐配偶者特別、所得控除‐扶養、所得控除‐基礎、所得控

除額合計、扶養親族該当区分‐控配、扶養親族該当区分‐老配、扶養親族該当区分‐特定、扶養親族該当区分‐同老、扶養親族該当区分‐老人、扶養

親族該当区分‐その他、扶養親族該当区分‐同障、扶養親族該当区分‐特障、扶養親族該当区分‐他障、本人該当区分‐夫有、本人該当区分‐未成年

者、本人該当区分‐特障、本人該当区分‐他障、本人該当区分‐老年者、本人該当区分‐寡婦、本人該当区分‐特寡、本人該当区分‐寡夫、本人該当区

分‐勤労学生、繰越損失、課税標準‐総所得、課税標準‐分離短期譲渡、課税標準‐分離長期譲渡、課税標準‐山林所得、課税標準‐株式等の譲渡、課

税標準‐退職所得、課税標準‐分離配当、市税額‐特別減税控除前所得割額、市税額‐特別減税控除額、市税額‐所得割額、市税額‐均等割額、道税額

‐特別減税控除前所得割額、道税額‐特別減税控除額、道税額‐所得割額、道税額‐均等割額、課税資料記載の所得税額、計算後の所得税額、折衝内

容、被相続人‐氏名、被相続人‐氏名カナ、被相続人‐住所、被相続人‐死亡年月日、書類種類‐被相続人の住民票の除票、書類種類‐被相続人戸籍・

除籍籍謄本、書類種類‐相続関係説明図、書類種類‐滞納金額明細、続柄名称、相続分、相続財産の評価額、納付責任額、相続人備考、補正後‐宛名

氏名、補正後‐郵便番号、補正後‐住所、補正後‐方書、相続人候補‐相続順位、相続人候補‐氏名、相続人候補‐住所、相続人候補‐本籍、

個人番号、法人番号、車両整理番号、車両履歴番号、メッセージ、回収車種、回収標識番号－管轄、回収標識番号－かな、回収標識番号－番号、市町

村名、新規申告理由コード、納税義務者住所、納税義務者氏名、納税義務者生年月日、適用開始年月日、支払期限、収納代行会社名、企業コード、委

託者コード、賦課年度、車種、標識番号－管轄、標識番号－かな、標識番号－番号、賦課履歴番号、納税義務者－統一コード、承認却下区分、申請却

下理由、申請年月日、申請区分、申請理由、減免区分、変更前減免区分、減免異動年月日、減免異動理由コード、個人法人区分、出力区分、依頼区

分、課税区分、出力区分設定理由、非課税課税免除理由、根拠となる理由区分、入力担当者ID、入力年月日、連絡先連番、連絡先名称、連絡先電話番

号、連絡先使用未使用区分、帳票区分、再発行履歴番号、発付年月日、納税通知書番号、納税義務者－統一コード、所有者－統一コード、所有者－電

話番号、使用者－統一コード、使用者－電話番号、所有形態コード、定置場住所区分、定置場住所コード、定置場住所、旧主たる定置場所在の市町村

名、その他車種、車名、原動機の型式、型式認定番号、型式、年式、排気量、排気量単位区分、車台番号、電気区分、初度検査年月、受付年月日、事実

発生年月日、標識回収有無、標識交付証明書返納有無、申告書受付場所区分、課税保留有無、課税保留理由コード、課税保留解除年月日、課税保留

申告有無、異動年月日、異動理由コード、取得年月日、取得理由コード、廃車年月日、廃車理由コード、変更前課税区分、標識変更有無、変更前車種、

変更前標識番号－管轄、変更前標識番号－かな、変更前標識番号－番号、変更前初度検査年月、変更前車両履歴番号、チェック済フラグ、チェックリ

スト出力済フラグ、取消済フラグ、障がい種別、障がい区分、障がい級別・程度、障がい者手帳番号、障がい者手帳交付年月日、有効期限、障がい者－

統一コード、納税義務者－障がい者関係種別、運転者－統一コード、運転者－障がい者関係種別、折衝記録番号、折衝種別コード、折衝タイトル、折衝

内容、折衝日時、折衝場所コード、折衝相手コード、重要度区分、他システム間共有フラグ、集計年月、調定年度、税率区分、前月末課税件数、前月末

課税調定額、当月増分件数、当月増分調定額、当月減分件数、当月減分調定額、当月末課税件数、当月末課税調定額、前月末課税台数、前月末非課

税台数、前月末課税免除台数、前月末減免台数、当月増分課税台数、当月増分非課税台数、当月増分課税免除台数、当月増分減免台数、当月減分

課税台数、当月減分非課税台数、当月減分課税免除台数、当月減分減免台数、当月末非課税台数、当月末課税免除台数、当月末減免台数、納税通

知書発付連番、納税通知書発送区分、納税通知書作成年月日、納税通知書作成時点－郵便番号、納税通知書作成時点－氏名、納税通知書作成時点

－住所、納税通知書作成時点－方書、集計年度、集計月、寄託先コード、受入枚数、受入枚数－内委託先、交付枚数、交付枚数－内委託先、年度内

－新規、年度内－新規－内委託先、年度内－譲渡、年度内－譲渡－内標識変更、年度内－譲渡－内委託先、年度内－変更、年度内－変更－内標識

変更、年度内－廃車、年度内－廃車－内委託先、年度内－課税保留、年度内－証再、集計年月日、賦課異動年月日、賦課異動理由コード、納期限－

始期、納期限、課税額、減免額、増減額、賦課決定理由、賦課決定年月日、決裁番号、決裁済フラグ、当初随時区分、賦課時点－車種、賦課時点－標

識番号－管轄、賦課時点－標識番号－かな、賦課時点－標識番号－番号、賦課時点－車両履歴番号、賦課時点－定置場住所コード、賦課時点－定

置場住所、返戻履歴番号、返戻年月日、返戻理由コード、送付先判明区分、変更前納期限、変更後納期限、再発送年月日、再送先－郵便番号、再送

先－住所・所在地、再送先－方書、再送先－氏名・名称、メモ、調査終了理由区分、収納確認納付年月日、処理区分、統一コード、記録元システムID、

記録識別番号、折衝日、折衝時刻、表題、入力拠点コード、入力課コード、入力日、税目コード、通知書番号、異動コード、課税区、調定額、調定増減

額、納期限区分、納期限年月日、異動事由コード、納税証明書有効期限、車両番号、帳票種別、発付日、宛先_郵便番号、宛先_住所、宛先_方書、宛先_

氏名・名称、返戻有無フラグ、返戻日、返戻事由コード、返戻調査状況コード、返戻調査状況メモ、公示送達日、車種コード、日本人_外国人区分、氏名_

カナ、氏名_漢字、氏名_アルファベット、氏名_漢字併記名、通称名_カナ、通称名_漢字、性別コード、生年月日、住所、方書、市民年月日、除票年月日、除

票事由コード、市内外区分、郵便局区分、納税義務者－氏名・名称、納税義務者－住所、納税義務者－方書、宛先－郵便番号、宛先１、宛先２、宛先

３、宛先４、宛先５、宛先６、カスタマーバーコード、桁オーバー外字有無フラグ、出力理由、連番、発送区分、納税通知書－桁オーバー外字有無フラグ、

納通発付連番、納税義務者－旧住所、納税義務者－旧方書、桁あふれマーク、未登録外字マーク、調定年度、納付額、領収日、収入日



（10）税滞納整理関係（その２）

相続人候補‐続柄名称、相続人候補‐生年月日、滞納額その他税、滞納額市民税、滞納額市道民税、MT連番、財産番号、回答データ作成年月日、カナ

氏名、生年月日、住所コード、住所カナ具体名、金融機関コード、店舗コード、口座種別、口座番号、借越区分、預金・貸付残高、最終取引日、金融機関

届出‐住所コード、住所漢字具体名、取込データ、徴収担当者コード、イベント種別、企業コード、委託者コード、登録担当者コード、更新担当者コード、

ステータスコード、進行状況コード、内容、メモ、滞納原因ランクコード、業種ランクコード、措置状況ランクコード、現年滞納有無、滞納繰越有無、名義人

印字区分、登録名義人区分、変更前住所、変更前氏名、担当者コード、通知書番号、期別枝番、賦課年度、事業年度‐開始年月日、事業年度‐終了年

月日、税目コード、税額、収入年月日、納付額、送付先名称、削除金額、削除理由、課税年度、欠損年度、不納欠損額、現年・滞繰区分、不納欠損区

分、即時フラグ、不納欠損処分理由コード、事業倒産フラグ、不納欠損件数、不納欠損合計金額、不納欠損処分年月日、税額配当分、既納付税額、納

付予定額、事件名‐年、事件名‐記号、事件名‐番号、事件名‐区分、事件開始年月日、事件終了年月日、執行機関‐滞納宛名コード、管理人名称、送付

先‐宛名氏名、送付先‐郵便番号、送付先‐住所、送付先‐方書、滞納者‐氏名、滞納者‐郵便番号、滞納者‐住所、滞納者‐方書、受付年月日、誓約年月

日、解約年月日、誓約理由コード、誓約理由内容、解約理由コード、備考、支払条件‐納付方法区分、発行年月日、納付誓約者‐統一コード、納付誓約

者‐氏名、納付誓約者‐郵便番号、納付誓約者‐住所、納付誓約者‐方書、委託年月日、委託事由コード、取消年月日、取消・返還理由コード、銀行返却

依頼年月日、返還理由備考、組戻年月日、受託証書番号、証券種類コード、記号番号、支払期日、券面金額、振出期日、支払人、支払場所、振出人‐名

称、振出人‐住所、振出人‐方書、分納回、納期限、誓約額、配当金額‐税額、配当金額‐延滞金、売却・取立額、公売管理番号、配当計算書用財産名、

権利者・共同担保番号、税目等コード、法定納期限等、債権額、配当順位、配当額、換価年月日、滞納処分費‐法定納期限等、滞納処分費‐滞納額、滞

納処分費‐配当順位、滞納処分費‐配当金額、滞納処分費‐備考、滞納明細‐延滞金計算有無、滞納明細‐延滞金計算基準年月日、滞納明細‐配当順

位、残余金‐交付先、換価代金交付‐納入期日、換価代金交付‐納入場所、差押解除理由コード、入札者氏名、入札者カナ、郵便番号、住所、方書、入

札順位コード、入札価格、入札取消年月日、入札取消理由コード、入札取消理由詳細、入札取消備考、依頼理由フラグ‐滞納処分執行のため、依頼理

由フラグ‐処分等による延滞金額変更、依頼理由フラグ‐居所・所在不明、依頼理由フラグ‐担当者作成・発送済、依頼理由フラグ‐納付・受託済、依頼

理由フラグ‐滞納処分の停止、依頼理由フラグ‐その他、依頼書備考、送付先職員名称、督促状発行理由フラグ‐滞納処分、督促状発行理由フラグ‐強

制執行、督促状発行理由フラグ‐担保権としての競売、督促状発行理由フラグ‐企業担保実行手続き、督促状発行理由フラグ‐破産手続き、督促状発行

理由フラグ‐その他、添付書類フラグ‐債権届出の催告書、添付書類フラグ‐不動産登記簿謄本、添付書類フラグ‐破産宣告の通知、添付書類フラグ‐差

押調書等、添付書類フラグ‐その他、督促状送達方法区分、旧統一コード、新統一コード、個人法人区分、住登区分、日本人外国人区分、氏名‐カナ、氏

名‐漢字、氏名‐アルファベット、氏名‐漢字併記名、性別コード、旧氏名‐カナ、旧氏名‐漢字、課税の有無、抽出時の税額、抽出時の未納額、抽出時の

収納額、抽出時の速報額、領収年月日、架電回、折衝年月日、折衝時刻、折衝種別、折衝記録ID、登録日時、督促状発送年月日、催告書最終発送年

月日、最終折衝年月日、最終送付帳票ID、最終送付帳票名称、最終送付帳票発送年月日、現年‐調定額、現年‐収納額、滞繰‐調定額、滞繰‐収納額、

現年‐滞納額、現年‐実滞納額、現年‐速報額、滞繰‐滞納額、滞繰‐実滞納額、滞繰‐速報額、直近収納年月日、直近収納額、収納連携日時、所在、地

番、家屋番号又は所有者、要共担フラグ、権利者共通番号、照会先名称1、照会先名称2、給与支払者‐滞納宛名コード、給与支払者名称1、給与支払

者名称2、文言、処分種別、猶予処理区分、申請‐申請年月日、申請‐申請期間開始年月日、申請‐申請期間終了年月日、申請‐承認・却下区分、申請‐

決定年月日、申請‐決定期間開始年月日、申請‐決定期間終了年月日、申請‐猶予該当条項区分、申請‐延滞金免除区分、申請‐却下理由詳細、申請‐

備考、担保提供処理区分、担保提供年月日、猶予原因年月日、担保抵当権設定年月日、担保提供者‐統一コード、担保提供者‐氏名、担保提供者‐郵

便番号、担保提供者‐住所、担保提供者‐方書、担保解除‐決裁区分、担保解除年月日、担保解除理由詳細、担保備考、期間延長‐決裁区分、期間延

長‐申請年月日、期間延長‐申請期間開始年月日、期間延長‐申請期間終了年月日、期間延長‐承認・却下区分、期間延長‐決定年月日、期間延長‐決

定期間開始年月日、期間延長‐決定期間終了年月日、期間延長‐猶予該当条項区分、期間延長‐延滞金免除区分、期間延長‐却下理由詳細、期間延

長‐備考、取消年月日、猶予取消該当条項区分、猶予取消理由詳細、弁明年月日、債権者名称、代表者名称、電話番号、宅地取引登録番号、滞納者

名称、猶予開始年月日、猶予終了年月日、期間延長‐決議年月日、期間延長‐猶予開始年月日、期間延長‐猶予終了年月日、完結年月日、完結理由、

完結担当者コード、送付先‐宛名、返戻年月日、返戻理由、催告回数、メモ、更新日時、補正後‐宛名氏名、補正後‐郵便番号、補正後‐住所、補正後‐

方書、納付書種別、補記事項‐該当条項コード、納通‐発行年月日、納通‐文書番号、納通‐納期限、納通‐備考、納催‐催告年月日、納催‐起案年月日、

納催‐文書番号、更正フラグ、免除フラグ、分納フラグ、受託フラグ、徴収猶予フラグ、換価猶予フラグ、差押フラグ、交付要求フラグ、参加差押フラグ、繰

上徴収フラグ、執行停止フラグ、速報データ種別、代表統一コード、納税義務拡張区分、納付書送付年月日、督促催告区分、督促発付年月日、督促公

示年月日、最終催告書発行年月日、時効完成予定年月日、課税区コード、収納額、滞納繰越額、繰越時収納額、減免前確定延滞金、確定延滞金、延

滞金収納額、延滞金不納欠損額、延滞金確定フラグ、法定納期限、督促区分、最終催告書文書番号、差押予告指定納期限、更正事由、更正年月日、

最終収納年月日、時効完成予定年月日、備考、期別、延滞金、繰上納期限、充当順位、時効完成・消滅年月日、通知フラグ、債権申立フラグ、欠損確定

フラグ、滞納処分費番号、処分番号、発生年月日、滞納処分費名称、内訳等、支払先、処分概要、金額欄備考、滞納処分費、入力順、確定延滞金利用

有無、速報値利用有無、延滞金計算基準年月日、延滞金計算有無、繰上差押有無、納期未到来有無


